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２００２年度決算と２００２年度決算と

２００３年度業績予想２００３年度業績予想
２００３年５月３０日
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・説明に使用する数値は原則として単位未満を四捨五入しております。
・2001年度の数値については、住友海上（上期）、三井住友海上（通期）の単純合算数値を記載しております。
　2000年度以前の数値についても住友海上、三井海上の単純合算数値を記載しております。
・なお、当社独自商品の自動車保険「もどリッチ」の払戻充当保険料を控除した数値を記載しております。

　２００２年度決算と２００３年度の業績予想についてご説明いたします。

　２００１年度以前の数値については、旧住友、旧三井の２社合算数値を

　使ってご説明いたします。

　また、当社独自商品である自動車保険「もどリッチ」の払戻充当保険料

　を控除した数値を使っております。

【予想および見通しに関する注意事項】
本資料に記載の内容のうち、歴史的事実でないものは、三井住友海上（以下、当社）の将来に関する
計画や戦略、業績に関する予想および見通しであり、現時点で把握可能な情報から得られた当社の判
断に基づいています。実際の業績は、さまざまな不確定要素により、これらの業績見通しと大きく異な
る結果になり得ますことをご承知おき下さい。
実際の業績に影響を及ぼし得る要素には、(1)事業領域を取り巻く経済動向、(2)保険業界における
競争激化、(3)為替レートの変動、(4)税制など諸規制の変更、などを含みます。

【予想および見通しに関する注意事項】
本資料に記載の内容のうち、歴史的事実でないものは、三井住友海上（以下、当社）の将来に関する
計画や戦略、業績に関する予想および見通しであり、現時点で把握可能な情報から得られた当社の判
断に基づいています。実際の業績は、さまざまな不確定要素により、これらの業績見通しと大きく異な
る結果になり得ますことをご承知おき下さい。
実際の業績に影響を及ぼし得る要素には、(1)事業領域を取り巻く経済動向、(2)保険業界における
競争激化、(3)為替レートの変動、(4)税制など諸規制の変更、などを含みます。
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正味収入保険料正味収入保険料((自賠責政府再保険廃止の影響除く自賠責政府再保険廃止の影響除く) ) 

米国支店現地法人化の影響（▲61億円=▲0.5%）
があったが、増収（0.8%）を確保。

2

（億円） （％）

　はじめに２００２年度の実績数値についてご説明します。

　正味収入保険料についてですが、自賠責の政府再保険廃止に伴う増収

　効果６６０億円を除くベースでの正味増収率は０．８％になります。

　合併時の米国支店の現地法人化の影響により、単体決算では、正味

　収入保険料６１億円が減収となりましたので、この影響を除いた、実質的

　な増収率はこれよりも０．５ポイント高い１．３％となります。
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正味損害率正味損害率((自賠責政府再保険廃止の影響除く自賠責政府再保険廃止の影響除く))
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自動車損害率改善を主因に、2001年度対比▲0.6ポイント改善。

02

　次に正味損害率についてですが、５７．２％と、２００１年度対比で▲０．６ポ

　イント低下しています。

　種目別では、主力の自動車保険において保険金の支払期間の短縮に向

　けた取組により支払件数は増加したものの、支払単価が低下したため、

　保険金実額は前期比減少しました。

　この結果、自動車保険の損害率は２００１年度対比▲０．５ポイント改善しま

　した。

　さらに、海上保険や自賠責保険においても損害率が低下しています。
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正味事業費率正味事業費率((自賠責政府再保険廃止の影響除く自賠責政府再保険廃止の影響除く))
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人件費､物件費の削減で2001年度対比▲1.1ポイントと大幅に改善。

02

35.3

　また、正味事業費率は、２００１年度対比▲１．１ポイントと、大幅に改善し

　て、３５．３％となりました。

　

　この改善は、損害調査費を含む社費合計で、

　　　　　人件費で前期比▲５４億円、

　　　　　物件費で▲７６億円、

　　　　　諸税金等で▲１０億円

　と総額▲１４０億円の削減を行ったことによるものです。
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ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞﾚｼｵｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞﾚｼｵ((自賠責政府再保険廃止の影響除く自賠責政府再保険廃止の影響除く))

96.3

95.7

97.8

92.8

93.5

92.5

94.2

90

92

94

96

98

5
96 97 98 99 00

（％）

01

損害率・事業費率とも改善し、2001年度対比▲1.7ポイント改善。

02

　以上の結果、コンバインド・レシオ（損害率＋事業費率）は、９２．５％と

　２００１年度対比で▲１．７ポイント改善しました。
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損害率・事業費率の改善を主因に 370億円と大幅に増加。

（億円）

　コンバインド・レシオが大きく改善したことを主因に、保険引受利益は

　３７０億円と、２００１年度の１０２億円から大幅に増加しました。
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1,540

グロス利配収入は 2001年度対比▲124億円減少。
ネット一般利配収入も▲66億円減少。

1,327 1,292

（億円）
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（％）
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グロス利配収入

　資産運用面では、引き続き金利が低下する中で、グロス利配収入は

　１，１６８億円と、２００１年度対比で▲１２４億円の減少となりました。

　一方、積立保険料等運用益振替は２００１年度の７１２億円から６５４億円

　となり、この負担軽減は▲５８億円にとどまりましたので、（グロス利配収入

　から積立保険料等運用益振替を控除した）ネット一般利配収入は

　５１４億円と、２００１年度対比▲６６億円減少しました。

　なお、資産運用利回り（いわゆるインカム利回り）は、２．３７％と、２％を超

　える水準を確保しました。８年連続で上場会社中トップとなっています。
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有有 価価 証証 券券 評評 価価 損損

2002年度 503億円と 、2001年度の 271億円から大幅
に増加。 クレジット・デリバティブの評価損は 73億円。

（億円） （円）

　キャピタル損益面では、今期も株式相場の低迷が続き、株式の減損を中

　心に５０３億円もの有価証券評価損を計上しています。

　２００１年度の評価損計上額は２７１億円でしたので、２３１億円増加したこと

　になります。

　なお、当社の減損処理は、「期末時価が簿価に対して３０％～５０％下落し

　ている銘柄」については、過去６ヶ月間に簿価以上の時価をつけたもの等

　を「回復可能性あり」と見て「減損の対象外」としていますが、２００２年度で

　この基準により減損を行わなかった金額は９２百万円にすぎません。

　また、有価証券評価損のほかに、クレジット・デリバティブの時価評価に伴

　う損失▲７３億円を計上し、損益計算書上の「金融派生商品費用」に含め

　て表示しています。
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特特 別別 損損 益益

２００１ ２００２

統合費用

その他の特別損益 ９億円

特別損益合計 ▲３０４億円

▲３０５億円

価格変動準備金の戻入と
統合費用の負担減少で特別損益はプラスに。

▲７６億円

▲１億円

６３億円

価格変動準備金関係 ▲９億円 １３９億円

　特別損益については、合計で６３億円の利益となり、２００１年度の

　▲３０４億円の費用（マイナス）から大きく改善しています。

　内訳では、まず多額の評価損計上に対応して、価格変動準備金の戻入

　れを１３９億円計上しました。

　これは、期首の価格変動準備金残高２０４億円をいったん全額取り崩し、

　繰入を６５億円行ったものです。

　また、統合費用の負担も２００１年度の３０５億円から、２００２年度は７６億

　円と大きく減少しています。

　この結果、特別損益は当期利益にプラスに働くこととなりました。
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評価損計上で経常利益は 477億円、▲23.9%減益。
価変取崩しと統合費用減少により、当期利益は 324億円。

　以上の結果、経常利益は、５００億円を超える有価証券評価損の計上の

　ために、４７７億円と、２００１年度の６２６億円から▲１５０億円、▲２３．９％

　減少しました。

　一方、当期利益は、価格変動準備金の取り崩しによる利益と、統合費用

　の負担軽減により、３２４億円と、２００１年度の２３６億円から８８億円、

　３７．１％の増益となりました。
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三井住友海上きらめき生命三井住友海上きらめき生命

新契約保険金額は 2001年度対比 30.4%増と回復。
実質的な当期利益も 16億円と2001年度対比 7億円増加。

新契約保険金額

２００２実績 前期比増減等

1兆1,225億円 30.4％

当 期 利 益 0.9億円

保有契約保険金額 5兆 371億円 13.6％

実質的な当期利益 ※ 16億円 前期実績8億円

（以上は個人保険・個人年金の数値）

保　険　料 1,507億円 7.9％

11

前期実績5億円

※標準責任準備金達成のための積立を行わなかった場合の当期利益

　続いて、生命保険子会社である、三井住友海上きらめき生命の業績に

　ついてご説明します。

　まず、個人保険と個人年金保険の新契約高ですが、「収入保障」保険が

　大きく寄与した結果、約１兆１，２００億円と、２００１年度に比べて、３０％

　増加しました。

　この結果、保有契約高も１３．６％、６，０００億円増加し、５兆円台にのせる

　ことができました。

　収入保険料は１，５０７億円と７．９％増加しました。

　

　当期利益は標準責任準備金の積立の結果、０．９億円となりましたが、

　標準責任準備金の積立負担を控除した「実質的な当期利益」は、

　１６億円と、２００１年度の８億円に対し７億円の増加となり、収益力は順調

　に伸展しています。
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三井住友海上三井住友海上シティ生命シティ生命

2002年10月1日より営業開始。半年間で
保有契約高 392億円、保険料収入 421億円。

新契約保険金額

２００２実績

３７９億円

当　期　損　失 ▲９億円

保有契約保険金額 ３９２億円

（以上、個人年金保険）

保　険　料　 ４２１億円

12

　また、昨年１０月に営業を開始した三井住友海上シティ生命では、半年間

　で当初計画を上回る業績をあげることができました。

　具体的には、変額個人年金保険の新契約高３７９億円、年度末保有契約

　高３９２億円です。

　なお、新契約高は、「増額を除いた新規契約の契約時の基本保険金額」

　を表し、年度末保有契約高は「特別勘定の責任準備金残高」で示されて

　います。

　保険料は、４２１億円を計上しましたが、創業期でもあり、利益面では

　▲９億円の当期損失を計上しています。

　（連結決算では、関連会社として持分法適用）
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連連 結結 決決 算算

連結経常利益は 496億円と▲20.8%減少したが、
連結当期利益は 328億円と 72.8%増加｡

当期利益連単倍率は2001年度の 0.80から 1.01に回復｡
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（億円）

　次に、連結決算についてご説明します。

　連結経常利益は、４９６億円と、２００１年度対比▲１３０億円、▲２０．８％

　減少しましたが、連結当期利益は、３２８億円と１３８億円、７２．８％の増益

　となりました。

　当期利益の連単倍率は、１．０１となりました。

　連単倍率の改善については、

　　○２００１年度は米国支店現地法人化に関して、単体決算で計上した

　　　資産譲渡益（特別利益）が、連結上は相殺消去されるといった特殊

　　　要因があったため、連結当期利益が単体の当期利益を下回った　　　

　　○２００２年度は、このような特殊な要因がないこと、海外保険会社の

　　　利益が拡大したことを主因に、連結当期利益が単体当期利益を上

　　　回った

　ものです。
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業績予想業績予想 ◆◆前提条件前提条件◆◆

為替（円／ドル） 120.2円

2002年度
実績

金利（10年国債） 1.12％

株価（日経平均） 7,973円

＊為替・株価：期末日現在

金利　　　：期中平均

120円

1.00％

8,500円

2003年度
予想

14

　ここからは２００３年度の業績予想についてご説明します。

　まず、予想の前提条件については、為替、金利、株価とも２００３年３月末

　の状況からは大きくは変動しないものとしています。
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正味保険料 増収率

業績業績予想予想 ◆◆正味正味収入保険料収入保険料◆◆
((自賠責政府再保険廃止の影響除く自賠責政府再保険廃止の影響除く) ) 

15

増収率は 1.7％。4期連続の増収を見込む。
（億円） （%）

　正味収入保険料については自賠責保険の政府再保険廃止による要素を

　控除した数値で、１．７％の伸びと予想しています。

　なお、決算短信に記載する、自賠責の政府再保険廃止の効果を含む

　ベースの増収率では、３．７％の増収となります。
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業績業績予想予想 ◆◆正味損害率正味損害率◆◆
((自賠責政府再保険廃止の影響除く自賠責政府再保険廃止の影響除く) ) 
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正味保険金 正味損害率
16

損害率は 59.2%と 2.0ポイント上昇。
自然災害を除いても 1.0ポイントの上昇。

（億円） （%）

　正味損害率は、自然災害による保険金支払いを１８５億円見込み、これを

　含めて５９．２％と、前期の５７．２％から２．０ポイントの上昇を見込んでい

　ます。

　自然災害の影響による損害率上昇分１．０ポイントを除くと、自然災害以外

　の損害率は、前期比１．０ポイントの上昇を見込んでいます。

　主力の自動車保険の損害率は、自然災害の影響を含め、０．４ポイントの

　上昇を見込んでいます。

　その他、自然災害以外の損害率上昇の種目別要因としては、火災、海上、

　新種保険などにおける損害率上昇を見込んでいます。
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業績業績予想予想 ◆◆正味事業費率正味事業費率◆◆
((自賠責政府再保険廃止の影響除く自賠責政府再保険廃止の影響除く) ) 
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社費合計（含む損害調査費） 正味事業費率
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事業費率は▲0.5ポイント改善。
（億円） （%）

　正味事業費率については、３４．８％と、前期比▲０．５ポイントの改善を見

　込んでいます。

　内訳としては、正味手数料率が１７．８％と、前期比▲０．１ポイントの改善、

　正味社費率が１７．０％と、前期比▲０．４ポイントの改善を見込んでいます。

　損害調査費を含めた社費合計で前期比▲４２億円の削減を計画してい

　ます。削減額▲４２億円の内訳は、人件費▲２２億円、物件費▲２５億円で、

　諸税金等は逆に５億円の増加を見込んでいます。

　前期との比較では、削減規模が小幅となりますが、今期は営業部門や事務

　部門の業務効率化に向けてのインフラの再構築を中心としたシステム関係

　費用の増加を見込んでいることや、退職給付債務の割引率変更による費用

　増加などを織り込んでいることによります。
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業績業績予想予想 ◆◆コンバインドレシオコンバインドレシオ◆◆
((自賠責政府再保険廃止の影響除く自賠責政府再保険廃止の影響除く) ) 
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保険引受収支残高 コンバインド・レシオ
18

コンバインドレシオは損害率の上昇により
1.5ポイント上昇。

（億円） （%）

　正味保険料から正味保険金、損害調査費、諸手数料及び集金費、そして

　保険引受に係る営業費及び一般管理費を控除した「保険引受収支残高」

　は、７２７億円と、前期比▲１６８億円減少を見込んでいます。

　コンバインドレシオについては、社費削減による事業費率の改善

　（▲０．５ポイント）はあるものの、自然災害を含む損害率の上昇（２．０ポイ

　ント）により９４．０％と、前期比１．５ポイントの上昇を見込んでいます。
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ネット一般利配収入 積立保険料等運用益振替

1,292
1,168

業績業績予想予想 ◆◆利息配当金収入利息配当金収入◆◆

グロス利配収入

19

金利低下等によりグロス利配収入は▲78億円減少、
ネット一般利配は▲24億円と小幅の減少。

（億円）

1,090

　資産運用面では、グロス利配収入は１，０９０億円と、前期比▲７８億円、

　▲６．７％の減少を見込んでいます。

　前提となる資産運用利回り（インカム利回り）については、▲０．１ポイント

　程度の低下と見ています。

　

　一方、積立保険料等運用益振替は、６００億円と、前期比▲５４億円の負

　担軽減が見込まれますので、両者の差額であるネット一般利配は４９０億

　円と、前期の５１４億円から▲２４億円と比較的小幅の減少にとどまるもの

　と見込まれます。
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業績業績予想予想 ◆◆有価証券売却損益・評価損有価証券売却損益・評価損◆◆
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売却損益 評価損

有価証券売却損益は 200億円、
評価損は▲100億円を織り込む。

20

（億円）

2001 2002 2003(予想)

　有価証券評価損については、▲１００億円程度と見込んでいます。

　また、有価証券売却損益については、ネット損益で２００億円程度を織り込

　んでいます。
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業績業績予想予想 ◆◆経常利益・当期利益経常利益・当期利益◆◆

経常利益は 47%増益、当期利益は 17%増益。

21
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（億円）

　以上の結果、正味損害率の悪化や、ネット一般利配の減少を見込むもの

　の、前期のような大幅な株価下落による多額の評価損計上がない前提で、

　経常利益は７００億円と、前期の４７７億円から２２３億円の増加を見込んで

　います。

　また、税引後当期利益は３８０億円と、前期比１７％の増益を見込んでいま

　す。
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業績予想業績予想 ◆◆連連 結結 決決 算算◆◆

連結当期利益は 410億円と25%増加｡
当期利益連単倍率は 1.08と改善の見込み。
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22

（億円）

　連結決算の予想数値ですが、連結経常利益は７５０億円と、前期比

　２５４億円、５１％の増益、連結当期利益は４１０億円と、８２億円、２５％の

　増益を見込んでいます。

　当期利益の連単倍率は、１．０８と、前期比０．０７ポイントの改善を見込ん

　でいます。

　当期利益連単倍率の改善は、主として、海外子会社で利益増加を見込ん

　でいることによるものです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上


